






60 
 

共通理解を図っておくことが重要です。 

 

11．子供の居場所における対策との連携  

放課後児童クラブ・デイサービス等の子供の居場所において感染対策が講じ

られることも重要であり、例えば、学校における感染者の発生状況や学校にお

いて講じている感染症対策に関する情報を共有するなど、それらの運営主体等

と連携を図ることも重要です。 

また、特に長期休業期間においては、密集したり近距離で行ったりする活動

等を避けるため、福祉部局と積極的に連携を図り、教室、図書館、体育館、校

庭等の活用を推進することが考えられます。この場合、国庫補助を受けて整備

した学校施設を使用する場合であっても財産処分には該当せず、手続は不要で

す。 
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第４章 感染が広がった場合における対応について 
新型コロナウイルス感染症は、当分の間、常に再流行のリスクが存在します。

このため、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の対象地域から除外された地

域であっても、引き続き流行への警戒を継続し、地域における感染者が増加した

場合に備えて流行の監視体制を強化するとともに、その場合の学校における対

応について想定・準備を進めておくことが重要です。 

また、感染者及びその家族等への差別・偏見・誹謗中傷などはあってはならな

いことであり、これらが生じないよう十分に注意を払いますが、万が一これらの

行為が見られた場合には、加害者に人権尊重の視点に立った指導を行うととも

に、その被害者に対して十分なサポートを行う必要があります。 

 

１．衛生主管部局との連携 

（１）地域の感染状況の把握 

基本的対処方針において、都道府県は、学校設置者に対し、地域の感染状況

や学校関係者の感染者情報について速やかに情報共有を行うこととされてい

ます。これを踏まえ、学校設置者は、感染拡大前から都道府県等の衛生主管部

局と連携して、地域の感染状況を把握することが重要です。 

現在、公益財団法人日本学校保健会の「学校等欠席者・感染症情報システム」
45（サーベイランスの仕組み）を積極的に活用し、同システムを利用すること

により、周辺地域における児童生徒等の欠席状況等を把握し、教育委員会や保

健所などと情報共有することが可能です。下記の（参考）や次頁を参照してい

ただき、未加入の学校設置者におかれては、ぜひ加入するようお願いします。 

 

（参考）「学校等欠席者・感染症情報システム」について 

 「学校等欠席者・感染症情報システム」は、新型コロナウイルス感染症に限

らず、子供たちを様々な感染症から守るリアルタイムサーベイランスシステム

です。学校において子供たちの欠席情報を毎日入力するこ

とで、地域の感染症の発生状況をリアルタイムに把握し、

関係機関が情報を共有できるシステムで、早期の感染症対

策に役立てることができます。 

 
45 （公財）日本学校保健会が運営。 https://scl11.953862.net/schoolkoukai/view_all.php 

https://scl11.953862.net/schoolkoukai/view_all.php
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の処置も考えられます。 

消毒は、「（参考）消毒の方法及び主な留意事項について」を参考に行い

ます。なお、トイレについては、消毒用エタノール、0.1％の次亜塩素酸ナ

トリウム消毒液又は遊離塩素濃度 100ppm（100mg/L）以上の亜塩素酸水消

毒液を使用して消毒します。 

 

３．臨時休業の判断について 

学校においては、地域の感染状況を踏まえ、学習活動を工夫しながら、可能な

限り、学校行事や部活動等も含めた学校教育活動を継続し、子供の健やかな学び

を保障していくことが重要です。 

 また、令和２年、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に際し、長期にわたり

臨時休業措置がとられたことで、学校が、学習機会と学力を保障する役割のみな

らず、全人的な発達・成長を保障する役割や居場所・セーフティネットとして身

体的、精神的な健康を保障するという福祉的な役割をも担っていることが再認

識されました。さらに、当該期間において、特に社会経済的立場の弱い子供ほど

学習面でより負の影響を受けた可能性が示唆されています 50。 

 一方、感染状況が厳しい状態が続く場合には、保護者や地域の方々などから、

感染不安などを理由として学校の臨時休業を求める声もあります。こうした中

でも、地域一斉の臨時休業については、児童生徒の学びの保障や心身への影響、

医療従事者をはじめとした幼児児童の保護者の就労への影響等の観点を考慮し、

慎重に検討する必要があります。 

なお、学校の臨時休業は、地域の感染状況を踏まえて、学校設置者が、学校の

状況を見て機動的に判断するものですが、学校全体の臨時休業とする前に、児童

生徒等の発達段階等を踏まえ、例えば時差登校や分散登校、オンライン学習等の

可能性を積極的に検討し、学びの継続に取り組むことが重要です。また、特に配

慮を要する児童生徒など一部の者については登校させる対応、進路の指導の配

慮が必要な最終学年や教師による対面での学習支援が特に求められる小学校第

１学年など特定の学年のみ登校させる方法、同一の学校設置者においても社会

 
をもつと言われています。」とされています。 
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html#Q2-1 
「新型コロナウイルスについて 問１」より） 

50 令和４年１月 14 日 中央教育審議会初等中等教育分科会 東京大学大学院中村教授・早稲田大学松岡准
教授・オックスフォード大学苅谷教授発表資料 
https://www.mext.go.jp/content/20220119-mxt_syoto02-000019968-6.pdf 


